
随意契約事前確認公募公告 

 

随意契約事前確認公募について、次のとおり公告する。 

 

令和８年９月２日 

 

              独立行政法人国立美術館 

              分任契約担当役 

              国立西洋美術館長 田 中 正 之 

 

 

１ 公募招請の主旨 

  本業務は、令和３年３月に策定した独立行政法人国立美術館「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）（中

長期維持保全計画）」（以下「個別計画」という。）のうち、国立西洋美術館に係る計画について、策定から

５年が経過したことを踏まえ、その後の更新・修繕履歴や物価上昇等の社会情勢の変化を反映し、計画内容の

見直しを行うとともに、個別計画に含まれないバリューアップ計画及び仮設工事や諸経費等、工事実施時に必

要となる費用を含む将来計画検討のための基礎資料を作成するものである。 

現在、当該計画を策定した事業者を契約の相手方とする手続を予定しているが、当該事業者以外であって、

以下の応募要件を満たし、かつ本業務の実施を希望する者の有無を確認するため、参加意思確認書の提出を招

請する公募を実施する。 

応募の結果、応募要件を満たすと認められる者がいない場合は、当該契約予定者との随意契約手続に移行す

る。応募要件を満たすと認められる者がいる場合は一般競争入札へ移行する。 

 

２ 公募に付する事項   

（１）件  名  国立西洋美術館中長期維持保全計画見直し業務 

（２）実施概要  別紙仕様書のとおり 

（３）履行期間  契約日～令和８年１２月２５日 

 

３ 公募に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）文部科学省における令和７・８年度設計・コンサルティング業務「建築関係設計・施工管理業務」及び「建

築設備関係設計・施工管理業務」の資格を有すること。（会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき

更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後に競争参加資格の再認定を受けていること。） 

（２）独立行政法人国立美術館契約事務取扱規則第５条及び第６条の規定に該当しないこと。 

（３）文部科学省、文部科学省関係機関及び独立行政法人国立美術館から取引停止の措置を受けていない 

こと。 

（４）「暴力団排除に関する誓約書」に誓約できる者であること（公募参加資格確認申請書の提出をもって誓約

したものとする。）。 

（５）建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。 

（６）延べ床面積 1,000㎡以上の美術館・博物館における以下の全ての業務実績を有すること。なお、美術館・

博物館とは恒温恒湿での美術工芸品の展示室（展示ケースによる恒温恒湿の展示室は含まない。）を有す

る施設をいい、①及び②は同一の施設でなくてもよい。 

① 改修設計業務（建築、機械設備、電気設備） 

② 中長期維持保全計画の策定（建築、機械設備、電気設備） 

 

４ 公募手続等 

（１）担当部署 

東京都台東区上野公園７番７号 

国立西洋美術館総務課会計担当係  

e-mail:kaikei※nmwa.go.jp ※は＠に置き換えること 

（２）公募説明書等の交付期間及び交付方法 

   交付期間 令和８年９月２日（水）～令和８年９月２４日（木）１０時００分～１７時００分（土日 

祝日を除く。） 

交付方法 電子メールにより交付する。上記（１）宛に件名を「国立西洋美術館中長期維持保全計画見 



直し業務 公募説明書希望（組織名）」とし、別紙「調達関係書類等交付依頼書」を添付した 

配付希望のメールを送り送付を依頼すること。 

（３）公募参加資格確認申請書の提出場所、提出期限及び提出方法 

   提出場所：上記４（１）に同じ 

提出期限：令和８年９月２５日（金）１７時００分までに持参または郵送（書留郵便等の配達記録が残る

もので、上記提出期限内必着。）すること。 

 

５ 公募期限終了後の手続き 

  公募の結果、応募者がいなければ、契約予定者と随意契約を行う。 

 

６ その他 

（１）応募者があった場合は、応募書類等に基づき、３に定める資格を確認し、適合者（合格者）があったとき 

は一般競争入札を実施する。 

（２）詳細は、公募説明書による。 

（３）公募に関する問い合わせ 上記４（１）と同じ。 


